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●今回の国民健康保険運営協議会について

国民健康保険制度は平成３０年度に制度運営の責任
主体が都道府県になるという大きな改革が行われます。

今回この制度改革のポイントなどをご説明させていただ
きますが、 国民健康保険制度の仕組みは大変複雑なも
のとなっております。

そのため、まず現状の制度の仕組みについて、特に条
例改正が関係する財政・保険料率関係を中心にご説明さ
せていただき、そのうえで平成３０年度からの国保制度の
広域化（都道府県化）についてご説明させていただけれ
ばと思います。
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１ ．国民健康保険制度（国保）とは

国民健康保険制度（国保）は医療保険として、加入者の方（被保険者といいます）が怪我や病気に
なった際に、必要な保険給付を行うことにより、国民の健康の保持向上を果たすことを目的としていま
す。

こうした保険給付を行うものを「保険者」といい、区市町村が行う国保のほかに、会社員が加入する
社会保険や、７５歳以上が加入する後期高齢者医療制度などがあります。一般的に、他の制度の加
入対象とならない方が、必然的に国保に加入することとなります。

《医療保険制度の各保険者のイメージ》

社会保険
（健康保険組合・協会けんぽなど）

後期高齢者医療制度（７５歳以上）

（区市町村）国保
⇒他の制度に加入している人以外が加入する

生活保護等

品

川

区
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２ ．国保の財政運営の現状

《現行の国民健康保険の財政運営の仕組み》

交付金

国保では、①医療給付費等の支払いを行うほか、他の制度である②「後期高齢者医療制度」および
③「介護保険制度」に対する拠出金を支払うことが義務付けられています。

そのため、国や都から交付される交付金や、被保険者から支払っていただく保険料を財源として、上
記の①～③の支払いに充てております。

品 川 区
（一般会計）
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医療機関

被保険者国保連合会

①医療給付費等の支払い 保険料の支払い

医療サービス

品 川 区 （国保会計）

国

東京都

社会保険
診療報酬支払基金

交付金

他の制度（②後期高齢者医療制度や
③介護保険制度）への拠出

制度間の不均衡調整のため
の交付金
（前期高齢者交付金等）

窓口負担の支払い（３割）

国・都の公費や保険料を、医
療給付費の支払いに充てる
ため、収入状況により、支払
いができなくなるリスクがある。

⇒この場合は、 （住民税等が
財源となる一般財源である）
区の一般会計からの繰入を
行い、不足分に充てることに
なる。

後期高齢者医療制度

介護保険制度

社会保険等



２ ．国保の財政運営の現状

①「医療給付費分等への支払い」とその財源について

医 療 費 等 の 総 額

窓口での患者負担分（ ３割）医療給付費 等の総額

国や都の交付金保険料（医療分）

前期高齢者交付金５０％５０％ ※

国保歳出
（医療給付等）

国保歳入
（医療給付等）

医療給付費 等

社会保険

《国保の医療給付分等の財源構成》

※特別区では各区の一般会計から繰入れを行っているため、実際の保険料負担は５０％よりも低くなります。

医療機関
支払い
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※前期高齢者交付金
６４歳から７４歳の前期高齢者の偏在
を調整するための交付金。
⇒国保は社保に比べて加入者の年齢
層が高く、一般的に年齢が高くなるほ
ど医療費が増加することから、これを
調整するために交付金が交付される。

品川区国保の被保険者の方が医療機関等（病院や薬局など）に受診した際、保険証を提示すること
により（原則）３割分を窓口で負担し、医療の給付を受けることができます。この医療費のうち、残りの
７割負担分については保険者である品川区国保が負担することになります。（これを療養給付費とい
います）

また上記の療養給付費のほかに、柔道整復師による施術を受けた際の療養費、医療費が高額に
なった際に支給する高額療養費、出産の際に支給する一時金など様々な給付を行っています。

こうした様々な給付に対する財源は下記の図のとおりで、医療費等の総額から窓口負担分と前期高
齢者交付金を除いた後の金額の５０％相当額が医療分の保険料負担となります。



２ ．国保の財政運営の現状

７５歳以上の方が加入する後期高齢者医療制度の医療給付は、その財源の４割が（７４歳未満の）
現役世代からの支援金（＝後期高齢者支援金）により賄われています。この支援金は、各医療保険
者が被保険者から徴収した保険料を財源として支払われることになります。

国民健康保険では、後期高齢者医療へ支払われる支援金のうち、５０％分が公費（国や都からの交
付金）によって賄われることになるため、残り５０％分を保険料として徴収する必要があります。

②「後期高齢者医療制度への支払い」とその財源について

《国保の後期高齢者支援金の支払いにおける財源構成》
後期高齢者医療費等の総額

後期高齢者の
窓口での患者負担分

公費：５割（国や都の交付金など）

国や都の交付金保険料（後期分）

５０％５０％ ※

後期高齢者
医療制度

国保歳入
（後期関係の歳入）

後期高齢者支援金：４割
（現役世代からの支援金）

健康保険組合

後期高齢者の
保険料：１割

国保歳出
（後期拠出金）

協会けんぽ

後期高齢者拠出金

後期高齢者拠出金

後期高齢者拠出金

◎各医療保険者が後期高齢者医療制度へ支援金を支払っている。
各保険者の拠出金額は被保険者数の規模による。

《国保》

《社保》

全国で調整

※特別区では各区の一般会計から繰入れを行っているため、実際の保険料負担は５０％よりも低くなります。
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２ ．国保の財政運営の現状

介護保険制度は国民全員が４０歳の誕生月に加入することになり、４０歳以上の特定疾病の方や
６５歳以上の方が、認定を受けて介護保険のサービスを受給することができます。

介護保険では６５歳以上の方が１号被保険者となり加入する区市町村へ直接介護保険料を納める
ことになります。また、４０歳～６４歳の方は２号被保険者となり、加入する医療保険に介護保険料分
の保険料を納め、各医療保険者が介護納付金を介護保険制度へ支払うことになります。

国民健康保険では、介護保険制度へ支払われる納付金のうち、５０％分が公費（国や都からの交付
金）によって賄われることになるため、残り５０％分を保険料として徴収する必要があります。

③「介護保険制度への支払い」とその財源について

《国保の介護納付金の支払いにおける財源構成》
介護保険給付費等の総額

介護保険の
利用者負担分

公費：５割（国や都の交付金など）

国や都の交付金
保険料（介護分）
40歳～64歳

５０％５０％ ※

介護保険制度

国保歳入
（介護関係）

介護保険料：５割

健康保険組合

国保歳出
（介護関係）

協会けんぽ

介護納付金
介護納付金

１号被保険者（６５歳以上）
の介護保険料

６５歳以上の方
（１号被保険者）

２号被保険者（４０歳～６４歳）の
介護分保険料

全国で調整
直接住所地の区市町村

へ納付

※特別区では各区の一般会計から繰入れを行っているため、実際の保険料負担は５０％よりも低くなります。
P. 8



２ ．国保の財政運営の現状
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《まとめ》

①「医療給付費等」の支払い

・・・「基礎（医療分）保険料」を賦課・徴収する必要がある。

②「後期高齢者支援金」の支払い

・・・「後期高齢者支援金分の保険料」を賦課・徴収する必要がある。

③「介護納付金」の支払い

・・・「介護納付金分の保険料」を賦課・徴収する必要がある。

⇒国保では、制度上３つの大きな支払があり、それぞれに対応する保険料
を徴収する必要があります。

⇒保険料は各支払に充てられるため、不足することがないようあらかじめど
のくらいの保険料を徴収する必要があるかを把握して、適切に「保険料率」
を決定する必要があります。

⇒この「保険料率」は各区市町村の条例において定められることになります。



３ ．現行の保険料率等の仕組みと算定方法について

保険料の計算は「医療分」、「後期分」、「介護分」の各区分ごとに行います。また保険料は所得に応じ
てかかる「所得割額」と加入者数に応じてかかる「均等割額」があり、世帯単位に計算されます。

所得割額は所得に応じてかかる保険料額で「所得額×所得割率（％）」で算出されます。

均等割額は加入者数に応じてかかる保険料額で「（一人当たり）均等割額×加入者数」で算出されます。

この保険料の算定の基礎となる「所得割率（％）」と「（一人当たり）均等割額(円)」をあわせて「保険料
率」と呼びます。

①
基礎（医療分)保険料 後期高齢者支援金 介護納付金分保険料

加入者全員の所得額 40～64歳の加入者の
所得額

所得割率：7.47％

均等割額

（１人当）均等割額：38,400 円

加入している人数

賦課限度額 ５４万円 賦課限度額 １９万円 賦課限度額 １６ 万円

所得割額

＋

×

加入者全員の所得額
×

均等割額

（１人当）均等割額：11,100 円

×

加入している人数

所得割額

所得割率：1.96％

＋

所得割額

所得割率：1.39％

＋

（１人当）均等割額：15,600 円

均等割額

×
40～64歳の
加入している人数

② ③

×
×

⇒ 区の条例にて定める事項として、例年見直しが必要となる項目。

《品川区の保険料について》 年間保険料額 ＝ ①＋②＋③

※数値は平成２９年度のもの

※ここでいう所得額は
国保の所得割額算定
用の所得（「総所得金
額等－３３万円」）にな
ります。
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３ ．現行の保険料率等の仕組みと算定方法について

保険料には医療・後期支援分・介護分の区分ごとに「賦課限度額」が設けられています。この賦課限度
額は、計算上の保険料額が設定した限度額を超えた場合、保険料が限度額に据え置かれるという仕組
みです。

⇒この賦課限度額は、国の政令改正を参考に各区市町村が条例で定めることになります。

《賦課限度額について》

◎品川区の平成２９年度の保険料 均等割軽減一覧

（１）所得割額の計算＝（所得）1,000万円×（所得割率）7.47％＝747,000円
（２）均等割額の計算＝（均等割）38,400円×4人＝153,600円
・・・計算上の保険料合計額は（１）＋（２）＝900,600円となる。
⇒医療分の賦課限度額が540,000円に設定されているため、年間保険料額は540,000円となる。

（他の後期分や介護分も同様に計算し、それぞれ賦課限度額までの保険料となる。）

保険料のうち均等割については、低所得の方のための保険料軽減措置が設けられています。加入者の
所得（※）が一定基準以下となった場合、それぞれ７割・５割・２割の保険料均等割軽減が行われます。

⇒この均等割軽減基準と、各区分ごとの軽減される額は各区市町村が条例で定めることになります。

※所得は、国保の所得割算定用の所得。◎例） 医療分の賦課限度額：５４万円。年間所得1,000万円、４人世帯のケース。

《均等割額の軽減について》

P. 11

軽減割合
医療分の軽減さ
れる均等割額

後期分の軽減さ
れる均等割額

介護分の軽減さ
れる均等割額

軽減の基準となる所得金額

7割 26,880 7,770 10,920 世帯の所得合計額が33万円以下

5割 19,200 5,550 7,800 世帯の所得合計額が「33万円＋（27万円×加入者数）」以下

2割 7,680 2,220 3,120 世帯の所得合計額が「33万円＋（49万円×加入者数）」以下



３ ．現行の保険料率等の仕組みと算定方法について

保険料率（所得割率・均等割額）等の算定は「医療分」、「後期分」、「介護分」の各区分ごとに行いま
す。

保険料率の算定は前年度中に行い、次年度の各経費の見込額から収入額等の見込額を差し引くこ
とによって、保険料として集めなくてはならない金額（保険料必要額）を計算します。

国・都からの交付金などの各収
入の次年度見込額：45億円

経費：次年度の医療給付費等の見込額：100億円

（次年度）本来（※１）、保険料によって賄
わなくてはならない金額：55億円

４５億円

１５億円

・・・区市町村の一般会計繰入金
（住民税等）を投入して、保険料を
引き下げることができる。※２

実際に保険料として集めなくてはな
らない金額＝保険料必要額

４０億円

後期高齢者支援分や介護分についても、同様に「経費の見込」から「収入の見込」を
差し引くことによって、保険料必要額を算出します。

法定外
繰入金

《保険料率算定の流れ①》
（基礎分（医療分）の例）

国の政令基準に従って、
区の条例にて保険料率の
算出方法を定めている。

収入（１）：条例等
によって定めら
れたもの。

収入（２）：政策的な判
断で行うもの。

特別区間で統一基準を
設けており、これにより
品川区は法定外繰入を
行い保険料率を引き下
げてる。

《品川区では》

P. 12



３ ．現行の保険料率等の仕組みと算定方法について

保険料には「所得割分」と「均等割分」の２種類があるため、保険料必要額を算出したあと、「所得割
分」として集める額と、「均等割分」として集める金額をそれぞれ算出することになります。

そのため、区で所得割分と均等割分の比率である「賦課割合」を定めることになります（年度ごとに
条例で規定します）。この賦課割合により、保険料の均等割分総額と所得割分総額を算出します。

《保険料率算定の流れ②》
（基礎分（医療分）の例）

４０億円

実際に保険料として集めなくては
ならない金額＝保険料必要額

６０％ ４０％

各区市町村の判断
（条例）で賦課割合を
決定

↓
６０％を所得割分で
４０％を均等割分で
集めることとする。

所得割分保険料
総額

均等割分保
険料総額

４０億円×６０％＝２４億円 ４０億円×４０％＝１６億円

⇒保険料必要額４０億円を、所得割分として２４億円、均等割分として１６億円
を徴収する。

特別区間で統一基準
を設けており、賦課割
合は毎年協議によっ
て２３区統一の割合を
決定し計算している。
（⇒品川区の条例上
の賦課割合と異なる
数値となる）

《品川区では》
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３ ．現行の保険料率等の仕組みと算定方法について

算出した所得割総額見込と均等割総額見込から、次年度の保険料率(所得割率と均等割額）を決
定します。

所得割率（％）は「所得割分保険料総額」を「（区市町村内の）被保険者全員の総所得」 で除する
（÷）ことによって算出します。

《保険料率算定の流れ③》
（基礎分（医療分）の例）

２４億円

●所得割率の決定方法

（区市町村内の）

被保険者全員
の総所得※

所得割分保険料
総額見込

（・・・逆算すると 被保険者の総所得見込額 ３００億円 × ８％ ＝ ２４億円 ）

⇒所得割率を「８％」に設定すれば、所得割分保険料見込額である２４億円
を集めることができる。

÷
３００億円

＝ ０．０８
（８％）

※総所得については、賦課限度額に到達する所得を控除した金額になります。
保険料には上限額である賦課限度額が設定されるため、賦課限度額に到達する所得はすべて、上限額までの所得

として保険料率を計算している。
・・・例）賦課限度額：54万円÷（所得割率）8％＝675万円←賦課限度額に達する所得
（1,000万円の所得の人も1億円の所得の人も、すべて675万円の所得として計算する。）

特別区の統一基準により、２３区で同じ保険料率となる
ため、「特別区全体の所得割総額」÷「特別区全体の総
所得」によって所得割率を決定している。

《品川区では》

所得割率

P. 14



３ ．現行の保険料率等の仕組みと算定方法について

均等割額（円）は「均等割分保険料総額」を「（区市町村内の）被保険者数」 で除する（÷）ことに
よって算出します。

《保険料率算定の流れ④》
（基礎分（医療分）の例）

１６億円

●保険料率の決定について

（区市町村内の）

被保険者数

均等割分保険料
総額見込

（・・・逆算すると） 被保険者数：100,000人 × 均等割額：16,000 ＝ １６億円 ）

⇒均等割額を「16,000円」に設定すれば、均等割分保険料見込額である１６億円
を集めることができる。

÷
100,000人

＝ １６，０００円

特別区の統一基準により、２３区で同じ保険料率となる
ため、「特別区全体の均等割総額」÷「特別区全体の被
保険者数」によって均等割額を決定している。

《品川区では》

均等割額

●均等割額の決定方法

⇒これまでの計算によって算出した保険料率「所得割率」と「均等割額」は各区市町
村の条例にて規定することになる。（毎年、見直しによる条例改正が必要となる）

P. 15



３ ．現行の保険料率等の仕組みと算定方法について

《まとめ》

◎各保険料の金額は所得に応じてかかる「所得割分」と、加入人数に応じて
かかる「均等割分」の合算額となります。

◎保険料には上限額として「賦課限度額」が定められており、また、一定所
得以下の方に対して「均等割の軽減」を実施しています。

◎保険料率の算定方法は、各区市町村の条例で定められており、また下記
の保険料率等に関する項目も条例で定めております。

《条例によって定めている保険料率等の項目》

①保険料率の算定方法⇒

②所得割率および均等割額

③保険料の賦課割合（所得割分と均等割分の比率）

④保険料賦課限度額

⑤均等割額の軽減基準および軽減する金額

②～⑤については基本
的に毎年見直しをする項
目であるため、運営協議
会での諮問・答申を得て、
条例改正をおこなっており
ます。

平成３０年度から、算定方法が大きくかわるため、条例改正が必要。

P. 16



《都道府県化後の国民健康保険の財政運営の仕組み》

国 保 連 合 会

品 川 区（国保会計）

医療機関

被保険者

国

東 京 都（国保会計）

社会保険診療報酬
支払基金

医療サービス

（１）「①医療給付費等の支払い」に必要な
費用を全額「交付金」として支払う。

（２）都が標準保険料率を基に決定した、
「納付金」を都へ納付する。

①医療給付費の支払い

制度間の不均衡調整のための交付金
（前期高齢者交付金）

後期高齢者医療制度

介護保険制度社会保険等

A区

B市

他の区市町村も
同様の関係

・・・

４ ．広域化後の国保制度の概要について（平成３０年度以降）

現在、区市町村単位で行っている国保財政運営について、平成３０年度から都道府県が財政運営の責
任主体となり、区市町村とともに国保制度の運営を担うこととなります。

医療給付費等の支払に必要な財源の１００％を、都が交付金として区へ支払うことになります。一方で、
区は標準的な保険料相当額である「国保事業費納付金(以下、納付金）」を都へ納めることとなります。

窓口負担の支払い（３割）

他の制度（②後期高齢者医療制度や
③介護保険制度）への拠出

交付金

都
（一般会計） 都の繰入

保険料の支払い

品 川 区
（一般会計）

医療給付等に係る財源を都が一
括して負担するため、医療給付費
等を支払えなくなるリスクを回避
できる。

⇒広域化後も区の一般会計の繰
入を用いて、保険料負担の軽減
を図ることは可能。 P. 17



４ ．広域化後の国保制度の概要について（平成３０年度以降）

医療給付費等は今までどおり、区が医療機関へ支払うことになりますが、その財源について東京都
が１００％交付してくれることになります。

一方、区は標準的な保険料相当額である「医療分納付金」を都へ支払うことになります。医療分納付
金の財源は被保険者からの医療分保険料となりますが、不足する場合は区の一般会計からの繰入
金で賄うことになります。

①「医療給付費分等への支払い」とその財源について

医療給付費等

保険給付費等交付金

前期高齢者交付金

１００％

保険料

社会保険

《国保広域化後の医療給付分等の財源構成》

東 京 都（国保会計）

医療分納付金
（標準的な保険料額）

医療機関

品

川

区

品川区の
一般会計

※保険料負担を軽減したこ
と等により、納付金財源が
不足する場合は、区の一般
会計から繰入れを行う。

被保険者

繰
入
金

国

都
（一般会計） 都の繰入

交付金

繰入

P. 18

必要な費用の１００％が
都から交付される

支払う 支払う



４ ．広域化後の国保制度の概要について（平成３０年度以降）

後期や介護の拠出金については都が直接支払う形に変更となります。

区は後期分と介護分の標準的な保険料額である「（後期分・介護分）納付金」を都へ支払います。

納付金の財源は被保険者からの後期分保険料および介護分保険料となりますが、不足する場合は
区の一般会計からの繰入金で賄うことになります。

②「後期高齢者医療制度および介護保険制度への支払い」とその財源について

介護分保険料

《国保広域化後の後期分・介護分の財源構成》

東 京 都（国保会計）

後期分納付金
（標準的な保険料額）

品

川

区 ※医療分と同様に、後期分や介護分
の納付金財源が不足する場合は、区
の一般会計から繰入れを行う。

被保険者

国
都

（一般会計）

都の繰入交付金

40歳～64歳
の

被保険者

後期分保険料

介護分納付金
（標準的な保険料額）

後期高齢者
医療制度

介護医療制度

都へ支払い 都へ支払い

保険料の支
払い

保険料の支
払い

徴収した保険料を納
付金の財源に充てる

徴収した保険料を納
付金の財源に充てる

全
国
で
調
整

全
国
で
調
整

都が各制度へ支払う
都が各制度へ支払う

P. 19



４ ．広域化後の国保制度の概要について（平成３０年度以降）

東京都は６２区市町村全体の「納付金総額」金額を算定し、各区市町村の被保険者数や所得水準を
勘案し、個別に納めるべき「納付金」を決定します。（前年度中に次年度の金額を見込みます）

③「納付金」と「標準保険料」について（その１）

６２区市町村の
医療給付費等 見込※

国からの交付金や
都の法定繰入金 見込－

A区
納付金

B区
納付金

C区
納付金

D区
納付金

E市
納付金

G町
納付金

F市
納付金 …

６２区市町村全体の
納付金総額

６２区市町村の被保険者数の規模や
所得水準に応じて按分

＋
更に医療費水準を加味

東
京
都

被保険者数の多い団体や所得水準の
高い団体⇒納付金額が大きくなる

被保険者数の少ない団体や所得水準の
低い団体⇒納付金額が小さくなる

・医療費水準が高い団体
⇒納付金額が大きくなる。

・医療費水準が低い団体
⇒納付金額が小さくなる。

マイナス

《医療分納付金の例※》 （※後期分や介護分も同様の考え方でそれぞれ算出します。）

P. 20

都が各区市町村ごと
の金額を決定する



４ ．広域化後の国保制度の概要について（平成３０年度以降）

東京都は各区市町村の納付金額を決定したあと、さらに納付金額を納めるために必要となる「あるべ
き保険料額」と「あるべき保険料率（標準保険料率）」を算定し、各区市町村に提示します。

③「納付金」と「標準保険料」について（その２）

A区の
納付金額（38億）

都に納める金額ではないが、区の国保
事業として必要となる「特定健診等に要
する経費」、「出産育児一時金に要する
経費」などを加算する。

加算
（２億）

Ｘ

A区の
あるべき保険料総額

（40億）

東京都が提示する「標準保険
料率」どおりに、実際の保険
料率を設定すれば、都へ納
める納付金等を賄える。
⇒あるべき保険料率

均等割
総額
（16億）

所得割総額
（24億）

A区の「あるべき保険料総額」を、具体的
に所得割で徴収する保険料と、均等割
で徴収する保険料に分ける。

均等割額
16,000円

÷ 被保険者数見込
（100,000人）

÷ 被保険者の
所得総額見込

所得割率
8％

（都が提示する）

A区の標準保険料率

《東京都における標準保険料率の算定》

所得割総額を所得見込で
（÷）除して、均等割総額を
被保険者数で（÷）除して、
それぞれ均等割額と所得割
率を決定する。

P. 21



⇒この場合、都へ納める「納付金」の財源が不足するため、区の一般会計の繰
入金にて賄うことになる。

４ ．広域化後の国保制度の概要について（平成３０年度以降）

東京都はあるべき保険料率として各区市町村ごとに「標準保険料率」を決定しますが、各区市町村は
提示された標準保険料率を参考にして「実際の保険料率」を決定することになります。

④「標準保険料率」と「実際の保険料率」の関係について

《各区市町村による保険料率の決定》

均等割額
16,000円

所得割率
8％

（都が提示する）

A区の標準保険料率
例１）都の標準保険料率をそのまま区の保険料率に設定する。

均等割額
16,000円

所得割率
8％

例２）都の標準保険料率と異なる保険料率を設定する。

均等割額
15,000円

所得割率
8.5％

A区の実際の保険料率

参

考

P. 22

例１

例２



４ ．広域化後の国保制度の概要について（平成３０年度以降）

《まとめ》

◎平成３０年度から都道府県が財政運営の責任主体となり、区市町村とともに国保制度
の運営を担うこととなります

◎「医療給付費分等への支払い」とその財源について

・・・医療給付費は引き続き区が医療機関に支払うことになりますが、その財源は都から
保険給付費等交付金として１００％交付されます。一方で区は、医療分の標準的な保険
料金額である「（医療分）納付金」を都へ支払います。

◎「後期高齢者支援金」および「介護納付金」の支払いとその財源について

・・・後期や介護の拠出金は都が直接支払う形に変更になります。ただし、後期分と介護
分の標準的な保険料金額である「（後期分・介護分）納付金」を都へ支払います。

◎「国保事業費納付金」と「標準保険料率」について（医療分・後期分・介護分）

・・・都は区市町村ごとの被保険者数や所得水準に応じた「納付金」の金額を決定し、ま
たあるべき保険料率である「標準保険料率」を提示します。

各区市町村は納付金を納める義務を負いますが、都が提示した標準保険料率どおり
に保険料率を設定すれば納付金を全額賄える仕組みとなります。

P. 23



 　厚 生 委 員 会 資 料
　平成２９年１１月２９日
　健康推進部国保医療年金課









































































　国民健康保険の都道府県化について

～平成３０年度国民健康保険都道府県化に向けた制度改正について ～

【現行】区市町村が個別に財政運営 　　　【広域化】都が財政の責任主体となり、区市町村とともに国保運営を担う。

医療機関

被保険者国保連合会

医療給付費の支払い 保険料の支払い

医療サービス

品 川 区

国

東京都

社会保険

診療報酬支払基金

交付金

交付金

他の制度（後期高齢者医療制度

や介護保険制度）への拠出

現在、区市町村単位で行っている国保財政運営について、平成３０年度から都道府県が財政運営の責任主体となり、国保運営に中心的な役割を担い、

制度を安定化させる。 ⇒医療給付費に必要な費用は全額、都が品川区へ交付。区は都へ納付金（標準保険料率に基づく保険料徴収相当額）を納付する。

⇒都は、都内区市町村へそれぞれ標準的な保険料率を提示し、区は示された標準保険料率を参考に保険料率を決定する。※

（※ただし、特別区は現在２３区統一保険料方式をとっており、広域化後の体制（統一保険料の継続可否等）について特別区長会で検討している）

⇒都は国保の運営方針を定め、区市町村の事務の効率化・広域化等を推進。

①財政運営の在り方の見直し

他の制度（後期高齢者医療制度

や介護保険制度）への拠出

品 川 区

医療機関

被保険者国保連合会

国

東 京 都

社会保険診療報酬支払基金

医療給付費の支払い 保険料の支払い

医療サービス

交付金

医療給付費等の支払いに必要な費用

を全額「交付金」として支払う。

都が標準保険料率を基に決定した、

「納付金」を都へ納付する。

制度間の不均衡調整のための交付金

（前期高齢者交付金）制度間の不均衡調整

のための交付金

（前期高齢者交付金）

窓口負担の支払い（３割）
窓口負担の支払い（３割）

国・都の公費や保険料

を、医療給付費の支払

いに充てるため、収入

状況により、支払いが

できなくなるリスクがあ

る。

医療給付等に係る財源

を都が一括して負担す

るため、医療給付費等

を支払えなくなるリスク

を回避できる。

A区

B市

他の区市町村

も同様の関係

・・・

後期高齢者医療制度

介護保険制度

社会保険等 後期高齢者医療制度

介護保険制度

社会保険等

１．財政運営の責任主体を東京都へ

２．窓口業務等は現行通り品川区が担う

３．標準保険料率の導入による、保険料率の決定

４．今後の特別区統一保険料率については検討中

②国保の広域化（都道府県化）のポイント

財政運営の仕組みの変更や、適用開始の概念が導入されることに伴い下記について検討する。
・事務運用の検討

（資格の適用管理・高額療養費の多数該当・各様式の広域化対応など）

・システム改修対応

（広域化対応のための連携システム・自庁システムの改修）

・条例改正対応

・予算編成、会計科目の見直し

⇒上記等のついて、課内に広域化等対応委員会およびPTを設置し、検討・対応を行っている。

③平成２９年度中の検討課題

厚 生 委 員 会 資 料

平成２９年１１月２９日
健康推進部 国保医療年金課

厚 生 委 員 会 資 料

平成２９年４月 ２１日

健康推進部 国保医療年金課



平成３０年度

９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月

国

東京都

品川区

特別区長会

《品川区》国民健康保険制度改革　新制度（広域化）に向けたスケジュール(想定)
平成２９年度

政省令改正

●納付金・交付金算

定方法等

３０年度試算用

仮係数提示

３０年度「納付金」「標

準保険料率」の試算作

業

東京都運営協議会

第２回

●平成３０年度納付金・

標準保険料率の試算結

果提示》

●運営方針（案）の提示

条例制定・改正
●納付金、交付金関係

●都運営協議会、基金関係

●運営方針の策定

区市町村長への報告

※区部は11/14の区長
会で実施

３０年度算定用

本係数提示

納付金試算用

基礎数値デー

タの作成

政省令改正

●保険料限度額

●保険料軽減関係

品川区運営協議会

第１回

●国保制度および制度

改革（広域化）の概要説

明

●「東京都運営協議会第

１回」の報告

11/17

11/21
東京都運営

協議会
第１回

●納付金・標

準保険料率の

算定方法●運

営方針（素案）

9/20

10/23
12月末

本係数による

３０年度「納付

金」「標準保険

料率」の算定

作業

「納付金」・

「標準保険料率」

の公表

３０年度

「納付金」「標

準保険料率」

の確定

※１）（仮係数に基づく）標準

保険料率を参考にしつつ、

納付金試算値から

平成３０年度品川区国保保

険料率を仮試算する

※２） （仮係数に基づく）２３

区納付金の合計（試算値）を

基に、平成３０年度特別区統

一保険料率を仮試算する

※１）標準保険

料率を参考に

しつつ、納付

金額から平成

３０年度の品

川区国保保険

料率を算定す

る

品川区運営協議

会 第２回

●国保条例改正

（保険料算定方

法・平成３０年度

保険料率等）に

係る審議、諮問・

答申

※２）２３区納付金

額の合計を基に特

別区統一保険料率

を算定する

条例改正

（保険料率等の決定）

区長会・副区長会・部長会・国保課長

会における調整、報告等

区長会・副区長会・部

長会・国保課長会に

おける調整、報告等

新

制

度

の

開

始

1月下旬～
2月上旬

1月下旬

《赤点線枠内 》

特別区統一保

険料方式を継

続するか、区独

自で保険料率を

算定するかは、

現在区長会で

審議中であるた

め、未定。

厚生委員会資料

平成２９年１１月２９日
健康推進部国保医療年金課

※１）区独自の保険

料率を定めるケー

ス

※２）特別区統一保

険料方式を行う

ケース


